福岡県重粒子線治療費利子補給金交付要綱
（趣旨）

第１条　知事は、公的医療保険の適用がないがん先進医療を受ける患者の経済的な負担を軽減し、県民のがん治療の選択肢が広がるよう、金融機関から重粒子線治療に係る費用の融資を受けた者に対し、予算の範囲内において、利子補給金を交付するものとし、その交付については、福岡県補助金等交付規則（昭和３３年福岡県規則第５号。以下「規則」という。）に定めるもののほかこの要綱に定めるところによる。

（定義）

第２条　この要綱において「重粒子線治療」とは、九州国際重粒子線がん治療センターにおいて行う放射線の一種である炭素イオンを加速させた炭素線を用いた治療方法をいう。
２　この要綱において「金融機関」とは、次に掲げる金融機関等をいう。

（１）銀行法（昭和５６年法律第５９号）第２条第１項に規定する銀行

（２）信用金庫法（昭和２６年法律第２３８号）に規定する信用金庫

（３）農業協同組合法（昭和２２年法律第１３２号）に規定する農業協同組合

（４）水産業協同組合法（昭和２３年法律第２４２号）第２条に規定する水産業協同組合

（５）労働金庫法（昭和２８年法律第２２７号）に規定する労働金庫

（６）郵政民営化法（平成１７年法律第９７号）第５条第２項第４号に規定する郵便貯金銀行

（７）中小企業等協同組合法（昭和２４年法律第１８１号）第３条第２号に規定する信用協同組合

（８）株式会社日本政策金融公庫法（平成１９年法律第５７号）に規定する株式会社日本政策金融公庫

（９）地方公共団体

（10）前各号に掲げる者に準ずるものとして知事が認めるもの

３　この要綱において「証書貸付」とは、貸付にあたり、債務者が金融機関に融資条件を明記した借用証書を差し入れ、融資を受ける形態をいう。

４　この要綱において「保証料率」とは、保証を受ける者が保証者に支払う保険料又は手数料の率をいう。

（利子補給の対象者）
第３条　この要綱による利子補給の対象となる者（以下「利子補給対象者」という。）は、次のいずれにも該当する者とする。

（１）次のいずれかに該当する者であること。

ア　重粒子線治療を受ける患者
イ　重粒子線治療を受ける患者の親族である者（民法（明治２９年法律第８９号）第７２５条に規定する親族（ただし、３親等以内の親族に限る。））
ウ　重粒子線治療を受ける患者と同一の世帯に属する者（上記イに掲げる者以外の者）
（２）重粒子線治療を受ける患者が重粒子線治療を受けることの同意書を九州国際重粒子線がん治療センターに提出した日において、引き続き１年以上県内に住所を有している者であること。
（３）地方税法(昭和25年法律第226号)第314条の2第１項に規定する総所得金額及び山林所得金額の合計額からそれぞれ同条第2項の規定による控除をした後の総所得金額及び山林所得金額の合計額(以下「課税総所得」という。)が600万円以下の世帯に属する者であること。
（利子補給の対象借入金）

第４条　利子補給の対象となる借入金は、重粒子線治療に係る費用に充てるため金融機関から証書貸付により融資を受けた借入金（以下「対象借入金」という。）であって、３１４万円を限度とする。
（利子補給の対象利子）
第５条　利子補給の対象となる利子は、利子補給対象者が金融機関との間に締結した金銭消費貸借契約の約定利率（他の利子補給制度により利子補給の交付を受ける場合にあっては、当該利子補給を受けたことにより利子補給対象者が負担することになる実質の利率）をパーセントを単位として年利率で表したものとし、年利率６パーセント（保証料率を含む。）を限度とする。ただし、延滞利息等は除くものとする。
（利子補給の対象期間）
第６条　利子補給の対象となる期間は、金銭消費貸借契約に基づき最初に利子を支払った月から起算して８４か月以内とする。

（利子補給対象者の申請）
第７条　利子補給を受けようとする者は、様式第１号による利子補給対象者承認申請書に、次に掲げる書類を添えて、知事に提出しなければならない。

（１）患者本人が申請者となるとき

ア　金銭消費貸借契約書又はこれに準ずる書類の写し
イ　金融機関で発行する返済予定表の写し
ウ　様式第２号による重粒子線治療実施証明書又は治療開始日、治療費及び支払日が確認できる患者本人宛ての領収書
エ　患者本人が属する世帯全員の住民票
オ　世帯全員の所得証明書
カ　その他知事が必要と認める書類

（２）患者以外の者が申請者となるとき

ア　前号に掲げる書類
イ　第３条第１号のイ、ウに定める者であることを証する書類

（利子補給対象者の承認）
第８条　知事は、前条の規定により利子補給対象者承認申請書の提出があったときは、その内容を審査して、当該利子補給対象者の承認又は不承認を決定し、その旨を通知するものとする。
（交付の条件）
第９条　知事は、利子補給対象者が利子補給の対象となる借入金の償還を延納した場合、償還すべき日の属する年を経過した償還金に係る利子補給金は、交付の対象としないものとする。
（交付申請及び実績報告）

第１０条　利子補給対象者は、１月１日から１２月３１日までの間に金融機関に対して支払った利子に係る利子補給金について、様式第３号による利子補給金交付申請兼実績報告書（以下「交付申請兼実績報告書」という。）に、次に掲げる書類を添えて、翌年２月末日までに知事に提出するものとする。
（１）様式第４号による金融機関で発行する利子支払証明書
（２）重粒子線治療費の支払いに係る領収書の写し

（３）その他知事が必要と認める書類
（利子補給金の確定）
第１１条　知事は、前条の規定により交付申請兼実績報告書の提出があったときは、その内容を審査し、適当と認める場合には、交付すべき利子補給額を確定し、利子補給対象者に交付額の決定を通知するものとする。
２　知事は、前項の規定による額の確定後であっても、補助金等に係る予算の執行の適正を期するため必要があるときは、利子補給対象者に対して報告をさせ、又は利子補給対象者の承諾を得た上で職員にその自宅等に立ち入り、帳簿書類その他の物件を検査させ、若しくは関係者に質問させること（以下「検査等」という。）ができるものとする。

３　利子補給対象者は、前項の検査等に協力するよう努めなければならない。

（利子補給金の請求）

第１２条　利子補給対象者は、前条の規定により交付額の決定があったときは、様式第５号による利子補給金交付請求書（以下「交付請求書」という。）を知事に提出しなければならない。

（利子補給金の支払）

第１３条　知事は、前条の規定により交付請求書の提出があったときは、その内容を審査して、適当と認める場合には、利子補給金を利子補給対象者に支払うものとする。

（変更の届出）

第１４条　利子補給対象者は、次の各号のいずれかに該当するときは、速やかに、様式第６号による利子補給対象者変更届出書で知事にその旨を届け出なければならない。

（１）　金銭消費貸借契約の内容を変更したとき

（２）　住所又は氏名の変更があったとき

（端数計算）

第１５条　利子補給額に１円未満の端数が生じるときは、別に定めがない限り、その端数金額を切り捨てるものとする。

（利子補給の返還）
第１６条　知事は、利子補給対象者が次の各号のいずれかに該当したときは、既に交付した利子補給金の全部又は一部の返還を命ずることができる。
（１）対象借入金を目的以外に使用したとき。
（２）対象借入金が代位弁済等により弁済されたとき。

（３）利子補給に当たり知事に提出した書類に虚偽があったとき。
（４）前各号に定めるもののほか、知事が利子補給金を支払うことが不適当と認める事由が生じたとき。
（その他）
第１７条　この要綱に定めるもののほか、必要な事項は知事が別に定める。
附　　則

１　この要綱は、平成２６年５月１３日から施行し、平成２６年度の利子補給金から適用する。
２　第３条の規定は、この要綱の施行前に受けた重粒子線治療についても適用することとする。

３　平成２６年度における第１０条の規定の適用については、「１月１日」とあるのは、「４月１　　　　日」と読み替えるものとする。
４　この要綱は、令和元年５月１日から施行する。
５　この要綱は、令和２年１２月２５日から施行する。
６　この要綱は、令和６年４月１日から施行する。
